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151『アジア経済』LⅢ4（2012.6）
本書は，台湾近代造船業の発展を取り上げた，日
本ではまだ稀有な研究書である。著者である洪紹洋
氏が2008年に台湾の政治大学経済研究所に提出した
博士論文をもとに，台湾で11年３月15日に『近代台
湾造船業的技術転移與学習』（遠流出版公司，262頁）
というタイトルで中文版が出版され，同年８月26日
に日本版が出版された。日本版が中文版の翻訳に基
づくことは，両者を読み比べると明らかである。た
だし，タイトルをみると，中文版は近代台湾の造船
業の研究を特に技術移転とその習得から分析すると
いう，より台湾産業史にターゲットを絞った印象が
ある一方で，日本版は，台湾造船公司（以下，台船）
のケース・スタディを「植民地工業化と技術移転」
についての研究の一環として位置付けるものになっ
ており，この位置付けを強調するために序章に１節
が追加されている。
ところで，日本で本書のような研究書が出版さ
れたことは大変喜ばしいことである。まず，本書
は台湾人研究者による台湾経済史研究の業績であ
る。日本において台湾出身者による台湾経済の近
代化に関する学位論文が出版された先例として
は，1960年代後半から70年代に第1世代によるピー
クがあった（注１）。そして，台湾がNIEs（Newly	
Industrialized	Economies）として注目されるよう
になってからは，「開発」という視点から台湾の
経済発展を論じる研究書も出版されるようになっ
た（注２）。しかし，それらは日本で研究する台湾人研
究者による成果の公表であり，また台湾経済全体や
主要産業を研究対象とするものが主であった。すな
わち，台湾で先行して出版された新進の研究者によ
る学術書がほぼ同時に日本で出版された例は，経済
分野ではこれまでほとんどみられなかったのである。
しかも，造船業は1960年代から世界の注目を集め
てきたNIEs台湾で，華々しい成功を収めてきた産
業ではない。加えて本書は，1973年の十大建設以降
に新設された中国造船公司ではなく，後にそこに吸
収合併された台船を取り上げている。こうした，こ
れまで人々の注目を集めてこなかった台湾の一産業
（一企業）のケース・スタディが日本で一冊の書物
に著されることは，これまでにあまりなかったこと
である。本書の日本における出版は日本における台
湾研究の深化と緻密化を体現していると考えられ，
そのこと自体，非常に喜ばしいことである。そして，
本書の最大の価値は，例えば20年以上前には閲覧さ
え不可能であった一次史料をふんだんに利用して，
詳細にわたって事実の積み上げを行っている点にあ
る。これらの新しい発見が台湾造船産業の発展史の
みならず，アジアNIEs研究一般および開発経済学
に与えるインパクトは著者の予想をはるかに超える
ものになると想像される。
もちろん，造船業，そして台船が選ばれたのには
十分な理由がある。以下では章構成に即してそれら
を説明する。
本書は，序章と終章を除く５章から構成されてお
り，それに加えて巻末には８枚の付表と写真や文献
史料現物の転写を含む貴重な歴史史料が75ページに
渡って掲載され，歴史資料集としても興味深い（注３）。
章立ては以下のとおりである。
　序　章　分析の視角
　第１章　	日本統治期および戦後初期の台船公司
（1919-1949年）
　第２章　1950-1956年の台船公司
　第３章　	公営事業の外部委託経営――殷台公司
期（1957-1962年）――
　第４章　	台船公司と石川島会社の技術移転
（1962-1977年）
　第５章　台船公司の技術習得モデルと政府政策
　終　章
まず，序章では後進国の工業化において先進国と
の間の技術のギャップをどう埋めていくのかという
課題の重要性が強調される。加えて，戦後台湾に固
有な初期条件を，「日本植民地期のインフラ，中国
大陸から渡ってきた技術者と台湾本土の技術者，ア
メリカなどの国外からの援助」とし，「そうした条
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件を基に，台湾は1970年代に新興工業国の一員に
なったのである」（11ページ）と概観している。こ
の初期条件すべてと深いかかわりがあるのが戦後初
期に日本人資産を接収して再編された公営「十大公
司」のひとつであり，特に台船は，造船業という大
規模投資と広範な技術の習得が必要となる産業を
担っていた点で，本研究のテーマにふさわしいもの
として選択されたことが理解される。
第１章では，1919年に設立された基隆船渠株式会
社が37年に台湾船渠株式会社に再編され，45年の終
戦を機に国民党政府に接収されて公営企業の台船に
再編されるまでが説明されている。基隆船渠株式会
社は，1919年に設立され，おもに小型船舶の造船，
船舶修繕，機械製造を行う台湾島内の需要に対応し
た地域性の強い造船会社であった。設立当初の経営
状況は振るわず，総督府の補助金などによる援助を
受けて，1927年以降ようやく利益を上げるように
なった。しかし，1936年に創業者が逝去したことを
受け37年に同社は解散してしまう。満州事変後，日
本は植民地の工業化を加速させようとしていたた
め，総督府は三菱財閥に基隆船渠の経営をゆだね，
台湾船渠株式会社が設立された。本書によれば，台
湾船渠の設立目的は基隆船渠の設備を継承して拡充
することに加えて，三菱重工を中心とする国策会社
の一部分とすることであった。とはいえ，同社は資
材を日本からの移入に頼り，造船技術者も不足して
いた。戦時体制下の台湾総督府は造船業発展のため
に資材の内製化を画策し，台湾人熟練工の育成を試
みたが，それらが大きな成果を生まないうちに終戦
を迎えてしまった。戦後，日本資産を接収した国民
党政府は，台湾船渠と台湾鉄工所などを合併して台
湾機械造船公司に再編したが，1948年に同公司は台
湾機械公司（高雄廠区）と台船（基隆廠区）に分割
された。戦後，他の公営企業同様日本人技術者が留
用されたが，台湾機械造船は「十大公司」のなかで
最も早く日本人の雇用を止め，代わりに採用された
のが中国大陸での国民政府の重点工場の技師たちで
あった。本書では，貴重な一次史料から技師達の人
事異動のネットワークが明らかにされ，かつ彼らの
半数以上が異動の際に職位を上げていることが指摘
されており，大変興味深い。また，台湾人は現場を
支える重要な労働者（員工）となったが，彼らの学
歴は学卒者が中心である中国大陸出身者と比べて低
く，中級，高級管理職はすべて大陸出身者であった
ことが指摘されている。この時期の台船は資材確保
のための流動資金を欠き，また多額の未回収金を抱
え非常に厳しい状況にあった。
第２章では国民党政府が国共内戦に敗れてから
1957年までの時期を扱っている。中国市場を失った
台船は海軍軍艦の修繕業務で一定の営業収入を維持
していた。市場での競争相手は上海の中央造船から
日本の業者へと代わり，資材を輸入に頼る同公司は
コスト面で国際競争力をもたなかったため，政府は
台船の船舶修繕費用が日本のそれを25パーセント以
上上回らない限り，国内で修繕するように定めると
いう保護政策を実施した。朝鮮戦争の勃発により海
運業が好況となり，アメリカ援助の船舶修繕貸付と
資材用借款を受けて一時的に経営状況は好転した
が，休戦に伴う海運不況で海運事業者は修繕費を負
担できなくなり，コスト削減のために修理事業の効
率化と機械製造業務などへの多角化を図った。造船
事業としては1953年までに75～100トン級，56年以
降は公営の中国漁業公司のために350トン級の漁船
を建造した。これらの過程で台船は1954年２月から
石川島重工業，６月からは新潟鉄工所など日本の造
船業者の技術提供に頼らなければならなかった。ま
た，一方で台湾大学機械工程学系と協力して管理職
の養成を開始し，技術者についてもアメリカの経済
援助を資金源に訓練班や大学への造船系学科設置に
加えて技術者の国外派遣などが行われた。
第３章ではタンカーを確保するために台船がアメ
リカのインガルス造船へ貸借された経緯が説明され
ている。これによって台湾は世界的なタンカー供給
不足の時期に３万6000トン級のタンカーを２艘確保
することができた。しかし，資材のほとんどを輸入
に頼っていたことに加えて，非常に高い賃金が支払
われ，タンカーを建造すればそれだけ赤字となると
いう経営状況は，当初賃貸料で利益を上げられると
考えていた国民党政府には大きな誤算であり，結局
10年の予定で始まった賃貸契約は5年で打ち切りと
なった。
第４章では再び公営企業となった台船が本格的に
石川島工業の技術移転を受けて，設計技術，生産管
理方式，生産技術指導，生産設備計画，資材の購入
や管理といったすべてのノウハウを習得し，コスト
の削減を図る過程が説明されている。日本式の従業
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員の社内訓練システムなどを実施することで下級技
術員を養成した点は，当時としては非常に新しいも
のであった。この提携はある程度成功し，「システ
ム化された生産の端緒となった」と評価されている。
また，第３節では1970年代以降の台湾造船業の中心
となる中国造船公司の設立過程での台船の協力と，
結果的に中国造船が公営企業に改組されたために両
者が合併した流れが言及され，台船の社史的な記述
はここで一応の完結となる。
第５章は「台船公司の技術習得モデルと政府政
策」というタイトルで期間全体を通しての分析に割
かれている。台船は外国からの技術供与と設備投資
を受けながら，戦後初期の船舶補修と小型船製造と
いった技術レベルから，1970年代には10万トン級の
タンカーが製造可能なレベルにまで技術を習得する
ことができた。また，国内高等教育機関による人材
育成のシステムも一定の機能を果たすようになっ
た。しかし，台湾の造船業は日本や韓国のそれのよ
うに国際競争力をもつ産業として発展しなかった。
著者はそれを「台湾は政府の造船産業政策による恩
恵がなかったため」としている。既述のごとく政府
は，1950年代にも，またオイルショックによる受注
減に直面した際も，「国輪国運，国輪国造，国輪国修」
政策および「貿易・海運・造船相互協力実施方案」
による造船計画など中国造船と台湾造船の受注確保
のための政策を実施した。とはいうものの，造船の
建造予約に掛かる費用は巨額であったため，国際市
場においては造船工場が船主に対して資金の融通や
貸付を手厚く行う必要があり，造船業主要国ではそ
うした貸付金の多くは，政府の政策的な支援によっ
て実現していたにもかかわらず，台湾では資金面で
のバックアップは他国と比して低かったことが指摘
されている。加えて，鉄鋼業などの周辺産業が未成
熟であったために資材を輸入に頼り，台湾での船舶
建造が割高になったことが造船事業そのものの発展
を阻んでいたことは随所で指摘されている。
一般に造船業のような重工業の輸入代替におい
て，自製率を向上させるためには当該産業のみなら
ずフルセット型の開発が必要とされるが，そのため
には莫大な資金の投入が必要である。しかし，1970
年代以前，国民党政府は台湾に大規模なインフラ建
設を行っておらず，中央政府の財政支出は60年代半
ばまで毎年75～90パーセントが国防・外交支出に向
けられ，経済建設には１～５パーセントしか出資さ
れていなかった（注４）。また，本書で提示された資料
から，政府は台船という国有財産から利益を上げる
ことを期待していたが，それらを活用して特定の産
業を発展させるという「開発型国家」（developmental	
state）的発想に基づく産業政策が乏しかった事情
が浮き彫りにされているようにみえる。しかし，本
書ではこうした見解での議論はなされていないよう
である。
本書では，序章で開発経済学理論を概観し，それ
らの紹介した学説について台船の例が当てはまるか
否かを終章で丁寧に呼応させており，こうした誠実
さは好感がもてる。しかし，紙幅の関係もあってか
個々の学説についてそれぞれがステレオタイプ的に
論じられるのみであるため，逆に，本書の分析視角
をわかりにくいものにしているようにも感じる。例
えば，東アジアの工業化以降に台頭した開発経済学
の新たな思考のなかで著者は「新古典派経済学者の
反応」を最も重要なものとし，これに呼応する形
で，終章では「世界銀行を中心とする新古典派が言
うNIEsの成長は，主に輸出主導と市場メカニズム
の遵守によるものである。台船公司の事例を検討す
ると，新古典派の仮説は決して支持できるものでは
ない」としている。その理由は台船の事例では，「政
府の戦略は，新古典派の仮説を全く採用していない
ことが立証できる」（192ページ）としているが，同
公司の例は本書でも決して国際競争力をもつ産業育
成の成功例として著されているわけではない。むし
ろ，台湾の造船業は，技術や実績だけではなく，資
金面での優遇など付帯サービスの面で世界市場での
顧客のニーズに応えることができなかったために発
展できなかったという考え方も可能である。政府の
コントロールがある程度可能である国内市場，特に
公営企業が必要とする船舶の受注については制御が
可能であるが，そのような政府による市場への介入
は結果的に台湾造船業の育成と発展には寄与しな
かったという分析も不可能ではないだろう。
評者は，もちろん，ここで発展途上国の経済発展
において政府の役割よりも市場のメカニズムを重視
すべきであるという主張を展開したいわけではな
い。しかし，東アジアの経済発展については，市場
か政府かという議論はその力点はいまだ曖昧なまま
にされているとはいえ，二者択一的に答えが導き出
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せないという点では一定のコンセンサスがあるよう
に考える。だからこそ，本書のような貴重な一次資
料による詳細な実証研究の積み重ねが肝要となるの
ではないだろうか。そして，この大変優れた実証研
究において，その枠組みや位置付けを既存の学説の
批判検討のみに帰結させてしまうことは非常にもっ
たいないと感じる。著者は「台湾の造船業は，政府
が主導する産業政策が欠如した中で，一層の成長を
望むべくもなく，アムズデンが提示した修正学派の
仮説を顛倒したかたちで証明することとなった」と
結論付けているが，そうであるならば，その修正学
派の仮説をもう少し詳細に検討されてもよかったか
もしれない。
いずれにしても，本書は台湾の近代的造船業の産
業史を取り扱った，先駆的で重要な研究書である。
本書がより多くの読者の目にとまり，日本における
台湾の経済発展研究の議論がますます盛んになるこ
とを祈念してやまない。
（注１） こ れ ら は， 戴（1967）， 江（1974）， 劉
（1975），凃（1975）などが代表的である。
（注２）例えば，朝元（1996），陳（2003）などがあ
る。
（注３）写真や歴史史料が添付されているのは日本
版のみである。
（注４）行政院主計処公務予算局「歴年中央政府收
支概況表」（行政院主計処公務予算局ホームページ，
http://www.dgbas.gov.tw/dgbas01/90ctab/90c705.
htm）（2001年４月）。
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